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  証券コード：305A  

（発送日）2026 年３月 13 日 

 （電子提供措置の開始日）2026 年３月９日 

株 主 各 位 
 

岡山県倉敷市加須山３３４番地の４ 

  株式会社 ダブルツリー 
代 表 取 締 役  林  和 樹 

 

 

第 39 回 定時株主総会招集ご通知 
 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、当社第 39 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 

本株主総会の招集に際しましては、電子提供措置をとっており、その内容であります電子提供措置事項につきましては、

インターネット上の当社ウェブサイトに「第 39 回定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の URL に

アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。 

 

当社ウェブサイト（https://d-tree.jp） 

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR 情報」を選択いただき、ご確認ください。） 

 

 電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、

こちらからご確認される場合は、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社

名）「ダブルツリー」又は証券コード「305A」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR 情報」を選択のうえ、「縦覧書

類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申し上げます。 

 東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス） 

 https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

 なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の委任状用紙に議案に

対する賛否をご表示いいただき、ご送付いただきたくお願い申し上げます。 

敬具 

 

 

１．日  時    2026年３月30日（月曜日）午前10時00分 

２．場  所    倉敷商工会議所（岡山県倉敷市白楽町２４９－５）第１会議室 

３．目的事項 

報告事項    第39期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告の内容報告の件 

 

決議事項 

第１号議案  第39期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）の計算書類承認の件 

第２号議案  剰余金処分の件 

第３号議案  取締役６名選任の件 

 

   上記議案の内容は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載のとおりであります。 

 

以 上 

 

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願いいたします。また、ご出席いただけな

い場合は、同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、押印のうえ、2026年3月27日（金曜日）18時までに到着するようご投函ください

ますようご協力いただきたくお願い申し上げます。 

株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウ

ェブサイト（https://d-tree.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。 
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（添付書類） 

事 業 報 告 
（2025年１月１日から2025年12月31日まで） 

 

 

１．株式会社の現況に関する事項 
（１）事業の経過及びその成果 

当事業年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や賃上げの進展、インバウンド需要の回復等を背景

に、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、原材料価格やエネルギー価格の高止まり、為替相場

の変動、海外経済の減速懸念や地政学的リスク等により、先行きについては依然として不透明な状況が続いてお

ります。 

このような環境のもと、当事業年度における国内新車総販売台数（軽を含む）は4,565,503台となり、前年同期

比で3.3％増の結果となりました。（出典：一般社団法人日本自動車販売協会連合会統計データ） 

当社においては、仕入価格の高騰や金利上昇といった厳しい外部環境の影響を受けましたが、車両販売台数お

よび車検台数は前年同等水準を維持しました。こうした状況を踏まえ、当社は、『地域の「持続的で最適な"移・

食・住"」を実現します』というミッションに基づき、収益構造の見直しを進めるとともに、持続的な企業価値の

向上に取り組んでまいりました。 

これらの結果、当事業年度の売上高は15,252,184千円（前期比10.1％増）、営業利益は720,605千円（前期比

5.2％増）、経常利益は823,837千円（前期比12.2％増）、当期純利益は579,741千円（前期比19.4％増）となりま

した。 

 

（２）資金調達等についての状況 
当事業年度中においては、山本幸株式会社の株式の取得（子会社化）及び債権譲受に係る資金調達を目的とし

て長期借入金250,000千円を調達致しました。 

 

（３）設備投資の状況 
当事業年度中に実施しました設備投資の総額は438,673千円であり、その主要なものは、レンタカーの購入や泊

葉改修工事、ソラニア２階改修工事等によるものであります。 

 

（４）直近三事業年度の財産及び損益の状況 

 

 

第36期 

（2022年12月期） 

 

第37期 

（2023年12月期） 

 

第38期 

（2024年12月期） 

 

第39期 

（2025年12月期） 

（当事業年度） 

 

売上高（千円） 12,538,116  15,376,196   13,857,419   15,252,184  

経常利益（千円） 488,703  802,999  734,519  823,837  

当期純利益（千円） 406,304  556,349  485,406  579,741  

１株当たり当期純利益（円） 135.43 185.45 161.80 193.25  

総資産（千円） 7,007,181  7,503,631  7,926,187  8,290,945  

純資産（千円） 3,460,700  3,940,071  4,375,493  4,907,284  

１株当たり純資産額（円） 1,153.57 1,313.36 1,458.50 1,635.76  

（注）2024 年９月１日付で普通株式１株につき 3,000 株の株式分割を行っておりますが、第 36 期の期首に当該株式分

割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 
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（５）対処すべき課題 
文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。 

当社は、『地域の「持続的で最適な“移・食・住”」を実現します。』というミッションを掲げ、 

【地域改革】地域に新たな価値を提供し、「暮らし」を変えていく 

【時流適応】時代と共に変化して、地域の未来を牽引する 

【物心両面】全従業員の物心両面の豊かさを追求していく 

   という３つのビジョンを目標に、人々の生活になくてはならない自動車を通して地域社会に貢献することを目指し

ます。中長期的な会社の経営戦略の実現を果たすため、当社として、対処すべき課題は、以下のように考えており

ます。 

 

①お客様へのサービスの強化 

脱炭素社会への世界的潮流を背景として、国内自動車メーカー各社は、EV化シフトを強め、環境対策・安全対

策・利便性向上の同時追及により自動車の価格上昇傾向が顕在化しています。このような環境のもと、お客様が

必要とする要素を的確に把握し、本当に喜ばれるご提案とサービスをご提供いたします。 

 

②安全確保 

安全安心なモビリティライフを支える企業として、お客様に提供する自動車の品質は勿論のこと、従業員をは

じめステークホルダーの皆様の安全は最重要事項であります。作業環境整備、使用資材の厳選、従業員教育の徹

底等を通じ「安全」を追求してまいります。 

 

③デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 

技術革新が牽引する社会変容を想定し、企業の組織・業務・文化の進化・変革が急務であります。レガシーシ

ステムが業務改革の制約条件となりつつある現状も鑑み、「DX投資」を加速することで、成長基盤を固め、常に

新しい価値を提供できる会社であり続けます。 

 

④情報セキュリティの確保 

当社は自動車の売買に関わる業務においてお客様の個人情報を取扱う機会が多く、従前より個人情報保護を徹

底しております。一方、日常的に新型リスクが発生する今日においては、確立された管理手法も常に見直す必要

があります。全社のリスクコントロール体制を継続的に強化し、且つ社員教育を徹底し、情報セキュリティを確

実に確保いたします。 

 

⑤環境保全 

外部環境は大きく変化しており、当社が持続的成長をしていくためには、財務面だけでなく、非財務面での取

組みや戦略の重要性がますます高まっています。まずは、中長期的な企業価値の向上を実現するために、環境保

全に万全を尽くします。特にお客様の自動車利用を支える（販売・修理・点検・保険等）モビリティカンパニー

として、鈑金塗装事業（岡山工場）においてはテュフ認証（国際的な第三者認証機関であるテュフ・ラインラン

ド・ジャパンが提供する『最新かつ高い品質の修理を行える工場』としての認証）の継続的な監査を受け、合格

しております。今後も使用材料の継続的検証等により環境に優しい工程を全部門において追求してまいります。 

 

⑥人材確保と育成 

当社の仕事を通じ、岡山・香川地域の発展とお客様の生活が「楽しくゆたかになる事」に共鳴し貢献できるよ

う継続して人材を確保し育成します。特に整備士の採用においては、自動車整備学校の学生数の減少による「自

動車整備士２級資格」を有する学生の採用が困難になっているため、当該学生の採用強化と同時に、４年制大学

卒業の無資格者を採用し、入社後に当該資格を取得できる環境の整備を行ってまいります。様々な仕事から本人

のスキルアップやモチベーションアップ、それによるお客様への情報提供や新たな価値を提供して、個人の能力

を最大限活かせるように努めます。 

 

⑦業務効率化 

会社全体の主要な業務プロセスを検証しボトルネックを改善する事で業務の効率化を進め、残業時間の削減を

推進します。更に、組織再構築、人員の再配置及び教育等により、専門分野での経験を深めると共に、組織横断

的視座を培う事で全社の業務効率を高めてまいります。なお、コロナ感染拡大期を経験し、安全と効率を考慮し

業務のリモート化検討を行いました。移動時間の削減からWEB会議等を利用しながらも、リアルミーティング等も

ミックスしながら検討と改革を続けてまいります。 

 

（６）重要な親会社及び子会社の状況 
①親会社の状況 

当社の親会社は株式会社Ｈ＆Ｄ（旧株式会社ダブルツリーホールディングス）であり、同社は当社の普通株式

2,999,700株（議決権比率99.990%）を所有しております。 

 

②重要な子会社の状況 

当該事項はありません。 
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（７）主要な事業内容（2025年12月31日現在） 
当社は、地域の「持続的で最適な“移・食・住”」を実現する、をミッションに、モビリティ事業を主な事業

として経営を行っております。モビリティ事業では軽自動車・普通車の販売、整備、車検、保険、鈑金塗装まで

岡山・香川では公共交通機関だと不便な土地もあることから、移動手段として使われることの多い自動車に関す

るサービスは、当社で完結が可能なトータルカーライフサポートを提供できる体制を実現しております。 

 

①自動車販売 

当事業は、軽自動車・普通車の販売を行っております。私たちはオールメーカーを展示する地域初の軽自動車

大型専門店を展開し、地元の皆様に新しいモビリティライフの価値観を届けてきました。さまざまな用途にあわ

せて自動車を提供すべく、普通車事業エイチプラスを新設し、さらに幅広いお客様にご利用いただけるような事

業を始めました。くるまのハヤシとしては本社倉敷店、岡山店、東岡山店、高松店、丸亀店の５店舗。エイチプ

ラスとしては倉敷店と高松店の２店舗。合計７店舗展開しております。新たに新設した普通車事業については順

調に台数が推移しております。さらに利用していただきやすいように事業展開を進めてまいります。 

 

②自動車保険 

当事業は、損害保険会社の代理店業務として、自動車販売時の新規保険獲得、その後の保険満期継続の獲得を

行っております。自動車保険は顧客との繋がりを深めるための重要なツールであるため、保険専任者による定期

的な社内研修を実施することで社員の保険知識を深め、それによって保険継続率を向上させ、将来的なビジネス

チャンスの拡大を図っていきます。 

 

③自動車整備 

当事業は、主に自動車の車検、整備を行っております。車検の速太郎とフランチャイズ契約を行い、倉敷店、

岡山西バイパス店、東岡山店、高松店、丸亀店の５店舗で、購入後のオイル交換や定期点検、車検、故障修理等

を承っております。接客応対品質の向上やコンタクトセンターを用いて入庫率向上を図り、毎年過去最高売上を

更新し収益の増加に寄与しております。顧客との繋がりをより強固にし、顧客定着への取り組みを実践していき

ます。 

 

④自動車鈑金塗装 

当事業は、主に自動車の鈑金塗装修理を行なっております。鈑金の速太郎として修理工場を倉敷店、岡山店、

高松店の３店舗、サテライト店として東岡山店、丸亀店の２店舗の合計５店舗展開しております。2019年にテュ

フゴールド認証（岡山店）を取得し、世界基準の設備と安全性を備えています。全５店舗に鈑金フロント（リペ

アアドバイザー）が常駐し、レンタカーの貸出も自社で行っております。万が一の際も今まで購入や点検で利用

していた店舗での修理相談が可能です。 

 

⑤その他事業 

その他、カフェ・コインランドリー・フィットネス・宿泊施設を運営しております。地域の魅力を発信するこ

とで会社自体のブランディングや、地元企業とつながりを持った運営を行うことで、より地域に根ざした企業づ

くりを行う役割を担っております。  
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（８）主要な事業所（2025年12月31日現在） 

事 業 所 住  所 

本社 岡山県倉敷市 

くるまのハヤシ倉敷店 岡山県倉敷市 

エイチプラス倉敷店 岡山県倉敷市 

フラットセブン倉敷加須山店 岡山県倉敷市 

車検の速太郎倉敷店 岡山県倉敷市 

鈑金の速太郎倉敷店 岡山県倉敷市 

くるまのハヤシ岡山店 岡山県岡山市南区古新田 

車検の速太郎岡山西バイパス店 岡山県岡山市南区古新田 

鈑金の速太郎岡山店 岡山県岡山市南区大福 

くるまのハヤシ東岡山店 岡山県岡山市中区兼基 

車検の速太郎東岡山店 岡山県岡山市中区兼基 

くるまのハヤシ高松店 香川県高松市東山崎町 

エイチプラス高松店 香川県高松市東山崎町 

車検の速太郎高松店 香川県高松市元山町 

鈑金の速太郎高松店 香川県高松市元山町 

くるまのハヤシ丸亀店 香川県丸亀市田村町 

車検の速太郎丸亀店 香川県丸亀市田村町 

 

（９）当社の使用人の状況（2025年12月31日現在） 

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

 210名  ３名減  32.7歳  7.9年  

（注）使用人数は就業人数であり、臨時使用人130名は含んでおりません。 

 

（10）主要な借入先の状況（2025年12月31日現在） 

借入先 借入額 

株式会社トマト銀行 810,678 千円 

株式会社香川銀行 517,660 千円 

株式会社中国銀行 143,946 千円 

日本政策金融公庫 109,686 千円 

山陰合同銀行 68,940 千円 

玉島信用金庫 50,000 千円 
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２．会社の株式に関する事項 
（１）株式の状況（2025年12月31日現在） 

①発行可能株式総数      12,000,000株 

②発行済株式の総数       3,000,000株 

③当事業年度末の株主数        ４名 

④大株主 

株主名 持株数 持株比率 

株式会社Ｈ＆Ｄ 2,999,700株 99.990％ 

玉島信用金庫 100株 0.003％ 

株式会社トマト銀行 100株 0.003％ 

株式会社香川銀行 100株 0.003％ 

  （注）当社は、自己株式は保有しておりません。 

 

（２）新株予約権等の状況 
当該事項はありません。 

 

（３）会社役員の状況 
①取締役及び監査役の状況（2025年12月31日現在） 

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 林 和樹 株式会社Ｈ＆Ｄ代表取締役社長 

取締役 太田 和伸 営業部長 

取締役 西本 圭介 サービス部長 

取締役 笹西 真理 株式会社トゥルース取締役会長 

取締役 桂川 恵利子 

桂川公認会計士事務所代表 

セブンリリーズコンサルティング株式会社代表取締役社長 

ホクシン株式会社社外取締役監査等委員 

監査役 永山 由起史  

監査役 下林 啓二 有限会社シモ経営研究所代表取締役社長 

監査役 重近 實  

    （注）１．取締役の笹西真理氏、桂川恵利子氏は、社外取締役であります。 

       ２．監査役の永山由起史氏、下林啓二氏、重近實氏は、社外監査役であります。 

 

②責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役各氏との間において、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める

最低責任限度額としています。 

 

③取締役及び監査役の報酬等の総額 

区 分 員 数 報酬等の額 

取 締 役 

（うち社外取締役） 

５ 名  

（２ 名） 

50,609千円 

（ 9,425千円） 

監 査 役 

（うち社外監査役） 

３ 名  

（３ 名） 

8,400千円 

（ 8,400千円） 

合  計 

（うち社外役員） 

８ 名  

（５ 名） 

59,009千円 

（ 17,825千円） 
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④社外役員に関する事項  

イ．他の法人等の重要な兼務の状況及び当社と当該他の法人との関係 
社外取締役笹西真理氏は、株式会社トゥルースの取締役会長であります。当社と兼職先との間には特別の

関係はありません。 

社外取締役桂川恵利子氏は、桂川公認会計士事務所の代表、セブンリリーズコンサルティング株式会社の

代表取締役社長およびホクシン株式会社の社外取締役監査等委員でもあります。当社と兼職先各社との間に

は特別の関係はありません。 

社外監査役下林啓二氏は、有限会社シモ経営研究所の代表取締役社長であります。当社と兼職先との間に

は特別の関係はありません。 

 

ロ．当該事業年度における主な活動内容  

氏名 地位 出席状況及び発言状況 

笹西 真理 社外取締役 

選任後当事業年度開催の取締役会の全回に出席し、主に経営

者としての豊富な経験と幅広い見識から、議案・審議等につき

必要な発言を適宜行っております。 

桂川 恵利子 社外取締役 

選任後当事業年度開催の取締役会の全回に出席し、主に公認

会計士として専門的知見から、議案・審議等につき必要な発言

を適宜行っております。 

永山 由起史 社外監査役 

選任後当事業年度開催の取締役会の全回に出席し、事業経営

及び監査役としての豊富な経験と幅広い見識から、議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 

下林 啓二 社外監査役 

選任後当事業年度開催の取締役会の全回に出席し、主に経営

者としての豊富な経験と幅広い見識から、議案・審議等につき

必要な発言を適宜行っております。 

重近 實 社外監査役 

選任後当事業年度開催の取締役会の全回に出席し、主に税理

士として財務・会計に関する専門的な知見から、議案・審議等

につき必要な発言を適宜行っております。 
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３．業務の適正を確保するための体制 
（１） 当社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正

を確保するための体制については、次のとおりです。 

 

①当社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制について 

当社は、コーポレートガバナンスの充実が経営上の重要課題と認識し、企業理念と法令遵守の徹底、内部統制

システムの推進をするとともに、経営の健全性・効率性・透明性を確保し、企業価値の向上を図ることを基本方

針としております。 

これらの遵守を図るため、取締役会においては「取締役会規程」が定められており、その適正な運営を確保す

るとともに、定期的に開催する取締役会のほか、必要に応じて機動的に開催する臨時取締役会によって各取締役

相互に業務執行状況の監督を行っております。また、「組織規程」「業務分掌規程」「職権限規程」等を定めること

によって各取締役の権限の明確化を図るとともに、各取締役相互監督を実のあるものとしております。 

 

②当社の取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制について 

取締役の職務執行に係る情報については、文書の作成および保存の基準・保存手続き・保存年限を定めた「文

書管理規程」に基づき、その記録媒体の性質に応じ、適性かつ確実な情報管理および保存を行っております。 

 

③当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制について 

当社の取締役の職務執行を効率的に行うための体制の基盤として、定期的に開催する取締役会のほか、必要に

応じて臨時取締役会を適時開催することとし、充実した議論と迅速な意思決定を行えるようにしております。 

具体的には、取締役会が全体的な目標を定め、この目標を達成するための中期経営計画を策定し、当該対象取

締役会開催月の月初営業日までに、各事業部を担当する各取締役がこの計画を実現するために必要かつ適切な部

門内での討議を行っております。 

 

④監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項について 

監査役は、その職務を適切に遂行できる体制を整備しています。具体的には、当社の「業務分掌規程」に監査

役の業務を補助すべき使用人の定めをおき、必要に応じて使用人に監査業務の補助作業を行わせております。 

 

⑤反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、反社会的勢力との関係は一切これを持たず、その勢力を助長する行為は一切行わないとともに、金品

等不当な要求に対しては、毅然とした態度で臨むこととしています。また、社会通念上のコンプライアンス倫理

概念に基づき関係各部門や顧問弁護士のほか、岡山県警をはじめとした所轄警察所などの関係官庁とも連携し、

対応することとしています。 

 

以上、①から⑤までの各事項については、関係諸規程の見直しを適時行うことにより、より適正な体制を構築す

るよう努めるものといたします。 

 

以 上 
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貸借対照表 
（2025年12月31日現在） 

（単位：千円） 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

棚 卸 資 産 

前 渡 金 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輛 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

 

 5,132,946 

2,537,698 

254,287 

1,857,731 

37,076 

446,152 

 

 

 

 

 

 

3,157,998 

2,868,752 

978,581 

163,223 

84,576 

235,221 

66,870 

1,329,548 

8,417 

2,312 

119,579 

103,643 

14,832 

1,103 

169,665 

845 

248 

920 

1,060 

38,768 

44,960 

82,862 

 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

１年内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

社 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務  

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 

1,910,387 

199,670 

400,000 

224,596 

3,827 

152,197 

4,768 

129,654 

597,496 

33,483 

164,692 

1,473,272 

200,000 

1,076,314 

5,607 

59,048 

22,400 

109,512 

390 

負 債 合 計 3,383,660 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

特 別 償 却 準 備 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その 他有価証 券評価差額 金 

4,907,210 

50,000 

705,719  

705,719 

4,151,490  

12,500 

4,138,990 

250,000 

10,019 

3,878,970 

74 

74 

純資産合計 4,907,284 

資 産 合 計 8,290,945 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,290,945  
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損益計算書 
自 2025年１月１日 

至 2025年12月31日 

 

（単位：千円） 

科   目 金    額 

売上高  15,252,184 

売上原価  11,296,126 

売上総利益  3,956,057 

販売費及び一般管理費  3,235,452 

営業利益  720,605 

受取利息 1,934  

受取保険金 80,133  

受取助成金 2,818  

雑収入 31,270 116,156 

営業外費用   

支払利息 11,184  

社債利息 480  

雑損失 1,259 12,924 

経常利益  823,837 

特別利益   

固定資産売却益 3,170  

資産除去債務戻入益 5,599 8,769 

特別損失   

固定資産売却損 398  

固定資産除却損 4,517 4,915 

税引前当期純利益  827,691 

法人税、住民税及び事業税 244,111  

法人税等調整額 3,837 247,949 

当期純利益  579,741 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
自 2025年１月１日 

至 2025年12月31日 

（単位：千円） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

その他

資本剰

余金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 別途積立

金 

特別償却

準備金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 50,000 705,719 705,719 12,500 250,000 23,266 3,333,981 3,619,748 

当期変動額         

剰余金の配当       △48,000 △48,000 

当期純利益       579,741 579,741 

特別償却準備金取崩

額 
     △13,247 13,247 － 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
        

当期変動額合計 － － － － － △13,247 544,989 531,741 

当期末残高 50,000 705,719 705,719 12,500 250,000 10,019 3,878,970 4,151,490 

 
株主資本 

評価・換算

差額等 

純資産合計 

株主資本合計 

その他有価

証券評価差

額金 

当期首残高 4,375,468 25 4,375,493 

当期変動額    

剰余金の配当 △48,000  △48,000 

当期純利益 579,741  579,741 

特別償却準備金取崩

額 
－  － 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
 48 48 

当期変動額合計 531,741 48 531,790 

当期末残高 4,907,210 74 4,907,284 
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個 別 注 記 表 
自 2025年１月１日 

至 2025年12月31日 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１） 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 
定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに 2016 年４月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物    ３～50 年 

機械装置及び運搬具  ２～17 年 

工具、器具及び備品  ２～15 年 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リースにかかるリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３） 繰延資産の処理方法 
     社債発行費は、支払時に全額費用として処理しております。 

 

（４） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上して

おります。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

④ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 
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（５） 重要な収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。 

自動車販売事業及び自動車整備事業 

当社は主に自動車販売事業及び自動車整備事業を行っており、これらの車輌の販売及びサービスに

ついては、顧客への納車引渡し時点で収益を認識しております。 

 

（６） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
該当事項はありません。 

 

 

２．会計方針の変更に関する注記 
該当事項はありません。 

 

 

３．収益認識に関する注記  
収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。 

 

 

４．会計上の見積りに関する注記 
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した 項目であって、翌事業年度

に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。  

繰延税金資産  101,353 千円（繰延税金負債と相殺前の金額） 

 

 

５．貸借対照表に関する注記 
（１） 担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

建物 138,919 千円 

土地 985,173 千円 

計 1,124,093 千円 

 

短期借入金 100,000 千円 

１年内返済予定の長期借入金 179,032 千円 

社債 100,000 千円 

長期借入金 1,008,992 千円 

計 1,388,024 千円 

 

（２） 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を

締結しております。当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 3,050,000 千円 

借入実行残高 400,000 千円 

差引額 2,650,000 千円 

 

（３） 有形固定資産の減価償却累計額       1,578,659千円 
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６．損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 

営業取引高 

売上高              ― 千円 

仕入高             2,740千円 

販売費及び一般管理費        120千円 

営業取引以外             ― 千円 

 

 

７．株主資本等変動計算書に関する注記 
（１） 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式     3,000,000 株 

 

（２） 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

2025 年 3 月 31 日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項    

配当金の総額   48,000,000 円 

1 株当たり配当金額          16 円 

配当の原資  利益剰余金 

基準日      2024 年 12 月 31 日 

効力発生日      2025 年３月 31 日  

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

2026 年 3 月 30 日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項    

配当金の総額   48,000,000 円 

1 株当たり配当金額          16 円 

配当の原資  利益剰余金 

基準日                2025 年 12 月 31 日 

効力発生日     2026 年３月 30 日 

 

 

８．金融商品に関する注記 
１． 金融商品の状況に関する事項 

（１） 金融商品に対する取組方針 
主に自動車の販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達し

ております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、デリバティブ取引

に関しては行わない方針であります。 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である売掛金は、当該売掛金の回収を条件として商品を引渡すため顧客の信用リスクは極

めて低いものと考えております。 

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。 

借入金は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

（３） 金融商品に係るリスク管理体制 
資金調達に係る流動性リスクについては、適時資金状況を確認し、手許流動性を高く維持すること

で流動性リスクに対処しております。 
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２． 金融商品の時価等に関する事項 
 賃借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありますが、重要性の乏しいもの

は注記を省略しております。 

 

 

貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

社債 200,000 198,566 △1,433 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 1,300,910 1,255,177 △45,732 

（注）現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」

「短期借入金」「前受金」につきましては、記載を省略しております。  

 
（注１）金融商品の時価の算定方法 

負 債 

      社債及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 

      社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債の発行又は借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

 

９．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産  

 棚卸資産 3,119千円 

 賞与引当金 11,484千円 

 退職給付引当金 20,726千円 

 役員退職慰労引当金 7,862千円 

 資産除去債務 38,438千円 

 その他  19,761千円 

繰延税金資産小計  101,393千円 

 評価性引当額   △40千円 

繰延税金資産合計 101,353千円 

 

繰延税金負債  

 資産除去債務に対応する除去費用   20,850千円 

 特別償却準備金  41,735千円 

繰延税金負債合計  62,585千円 

繰延税金資産純額 38,768千円 

 

 

10．関連当事者との取引に関する注記 
該当事項はありません。 

 

 

11．１株当たり情報に関する注記 
（１）１株当たりの純資産額        1,635 円 76 銭 

（２）１株当たりの当期純利益         193 円 25 銭 
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12．重要な後発事象に関する注記 
当社は、2025 年９月 22 日開催の取締役会において、山本幸株式会社の普通株式 100%の新規取得によ

り、 完全子会社化することを決議し、2025 年 10 月１日に株式取得に係る契約書を締結いたしました。

また、2026 年１月５日付で全株式を取得したことにより完全子会社化いたしました。 

 

（１）企業結合の概要  

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称   山本幸株式会社 

事業の内容     温浴施設、飲食店、ホテル等の運営 

② 企業結合を行う主な理由 

当社は自動車の販売、整備及び鈑金を行うモビリティ事業を主力としながら、コンフォタブルライ

フ事業ではフィットネス・飲食・グランピングなど、人々の暮らしや余暇に寄り添う多角的な事業を

展開してまいりました。 

このたび、新たに温浴施設と宿泊機能を兼ね備え、レストランや宴会場も併設する会社を取得する

ことで、観光と健康を融合させた新しい温浴宿泊事業の創出を目指します。温浴・宿泊の機能を活か

し、地域を訪れるお客様に滞在型の楽しみや癒しを提供することで、観光事業のさらなる強化につな

げてまいります。 

さらに、本施設は地元で 30 年以上続く歴史ある拠点であり、地域の皆さまから長年にわたり愛され

てきた存在です。その信頼とブランド力を継承することで、コンフォタブルライフ事業を強化し、当

社のミッションである「地域の持続的で最適な”移・食・住”を実現します」を果たすべく、より一

層、観光振興や地域経済の活性化に貢献してまいります。 

③ 企業結合日 

2026 年１月５日（みなし取得日 2026 年１月１日） 

④ 企業結合の法的形式 

当社による現金を対価とした株式の取得  

⑤ 結合後の企業の名称 

変更はありません。 

⑥ 取得した議決権比率 

100％  

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

 当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。  

 

（２）被取得企業の取得原価及びその内訳 

 取得の対価 現金    0 千円 

 債権譲受     400,000 千円 

 取得原価     400,000 千円（注） 

（注）山本幸株式の取得対価に加えて、おかやま活性化ファンド２号 投資事業有限責任組合が山本幸

株式会社に対して有する債権の譲受けの対価を含めた金額です。 
 

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額 

現時点では確定しておりません。 

 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

 

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 
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監 査 報 告 書 
 

  第 39 期事業年度(2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日まで)における取締役の職務の 

執行の監査について、以下の通り報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査役間の協議により、監査方針及び監査計画を定めた上で、各監査役が調査を行ない 

その結果及び所見を監査役間で協議して監査を実施いたしました。 

具体的には、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査環境の整備 

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から 

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を 

閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書について 

検討いたしました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類 

(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその付属明細書 

について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

 ①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い当社の状況を正しく表示して 

いるものと認めます。 

②取締役の執行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は、 

ありません。 

 ③当社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての取締役会の決議 

  の内容は相当であり、当該体制の運用状況につき指摘すべき事項はありません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、当社の財産及び損益の状況をすべての重要な点に 

おいて適正に表示しているものと認めます。 

                                      以 上 

2026 年 2 月 28 日 

株式会社ダブルツリー 

監査役 重近 實       ㊞ 

 

 

                                           監査役 下林 啓二     ㊞ 

                                                

                                                

                                 監査役  永山由起史    ㊞ 
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 
 

 

 

１．議決権の代理行使の勧誘者 
株式会社ダブルツリー 

代表取締役社長 林 和樹 

 

 

２．議案に関する参考事項 
 

 

第１号議案 第39期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類承認の件 
会社法第438条第２項に基づき、当会社第39期の計算書類のご承認をお願いするものであります。 

議案の内容につきましては、添付書類（９頁から16頁まで）に記載のとおりであります。 

取締役会といたしましては、第39期の計算書類が、法令及び定款に従い、会社の財産及び損益の状況

を正しく示しているものと判断しております。 

 

第２号議案 剰余金処分の件 

１．剰余金の処分については、以下のとおり行いたく存じます。 

（１）配当財産の種類 

金銭といたします。 

（２）配当財産の割り当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式一株につき 金    16 円 

配当総額         48,000,000 円 

（３）剰余金の配当が効力を生ずる日 

2026 年３月 30 日 

 

第３号議案  取締役６名選任の件 

本総会終結の時をもって取締役５名が任期満了となります。 

つきましては、経営体制の一層の強化を図るため１名を増員し、取締役６名の選任をお願いするもの

であります。その候補者は次の通りであります。 

氏   名 

（ 生年月日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

所有株式数

（株） 

[再任] 

林 和樹 

（1973年２月11日生） 

1996 年４月 株式会社ハナテン入社 

1997 年９月 当社入社 

1998 年１月 当社取締役就任 

2015 年 10 月 株式会社ダブルツリーホールディングス（現株式会社Ｈ＆Ｄ）

取締役就任 

2016 年５月 当社代表取締役社長就任（現任） 

株式会社Ｈ＆Ｄ代表取締役社長就任（現任） 
 

－ 

【取締役候補とした理由】 

現在も、代表取締役社長として当社の経営全般に関する陣頭指揮をとり、当社における経営全般業務の豊富な知見等

を有していることから引続き取締役として選任をお願いするものであります。 

[再任] 

太田 和伸 

（1977年５月10日生） 

1996 年４月 株式会社マティクス入社 

1998 年４月 当社入社 

2018 年４月 当社サービス部長就任 

2022 年４月 当社取締役就任（現任） 

2025 年１月 当社営業部長就任（現任） 
 

－ 

【取締役候補とした理由】 

入社以来、当社における営業（一般職）～サービス部長を務め、現在は営業部門の担当責任者としての責務を担って

おります。取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を促進するのに必要な経験及び見識を有していると判断し、引続き取締役として選任をお願いするものであります。 
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[再任] 

西本 圭介 

（1979 年５月５日生） 

2005 年４月 当社入社 

2019 年４月 当社営業部長就任 

2022 年４月 当社取締役就任（現任） 

2025 年１月 当社サービス部長就任（現任） 
 

－ 

【取締役候補とした理由】 

入社以来、当社における営業（一般職）～営業部長を務め、現在はサービス部門の担当責任者としての責務を担って

おります。取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社の持続的な成長と企業価値の向上

を促進するのに必要な経験及び見識を有していると判断し、引続き取締役として選任をお願いするものであります。 

[新任] 

藤原 瑛子 

（1983年８月30日生） 

2007 年４月 株式会社香川銀行 入社 

2010 年 12 月 当社入社 

2021 年１月 当社経理部長就任 

2023 年４月 当社執行役員管理部長就任（現任） 
 

－ 

【取締役候補とした理由】 

入社以来、当社における経理（一般職）～経理部長を務め、現在は管理部門の担当責任者としての責務を担っておりま

す。取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社の持続的な成長と企業価値の向上を促進

するのに必要な経験及び見識を有していると判断し、取締役候補者と致しました。 

[再任] 

笹西 真理 

（1974年11月１日生） 

1997 年４月 日本航空株式会社入社 

2001 年７月 株式会社中納言入社 

2005 年７月 有限会社オフィスレッツドゥイット（現株式会社トゥルース）

代表取締役社長就任 

2010 年９月 一般社団法人日本マナーOJT インストラクター協会代表理事就

任（2017 年８月退任） 

2017 年９月 同協会理事就任（現任） 

2023 年４月 当社取締役就任（現任） 

2025 年７月 株式会社トゥルース取締役会長就任（現任） 
 

－ 

【取締役候補とした理由及び期待される役割の概要】 

企業経営者としての豊富な知識と経験に基づき、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけると判断してお

ります。また、業務執行の監督機能強化への貢献及びダイバシティの観点からの助言・提言を期待し、引続き社外取締

役として選任をお願いするものであります。なお、当社と株式会社トゥルースとの間には取引関係はないため、相互の

依存関係にはなく、一般株主との利益相反が生じる恐れがないことから、独立性のある「独立役員」と位置付けており

ます。 

[再任] 

桂川 恵利子 

（1985 年８月５日生） 

2011 年２月 有限責任あずさ監査法人 入社 

2019 年 11 月 みらいコンサルティング株式会社 入社 

2023 年７月 桂川公認会計士事務所開業 代表（現任） 

2023 年７月 セブンリリーズコンサルティング株式会社代表取締役社長就

任（現任） 

2025 年４月 当社取締役就任（現任） 

2025 年６月 ホクシン株式会社社外取締役監査等委員（現任） 
 

－ 

【取締役候補とした理由及び期待される役割の概要】 

公認会計士として、会計および税務に関する専門的知見を有しており、当社社外取締役就任後、取締役会にて各種経

営提言の実績もあり、適任であると判断し、引続き社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、当社と

桂川公認会計士事務所、セブンリリーズコンサルティング株式会社及びホクシン株式会社との間には取引関係はないた

め、相互の依存関係にはなく、一般株主との利益相反が生じる恐れがないことから、独立性のある「独立役員」と位置

付けております。 
（注）１．取締役候補者の林和樹氏は、当社株主であります株式会社Ｈ＆Ｄ（旧株式会社ダブルツリーホールディング

ス）の代表取締役社長を兼務しております。当社は同社との売買取引を含め利害関係はありません。 

２．その他、取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 

以上 

 


